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自動車輸送統計調査の概要 ①

概要

国内で輸送活動を行う自動車を対象に、その輸送量、走行量等を把握することにより、自動車輸送
の実態を把握し、 我が国の経済政策及び交通政策等を策定するための基礎資料等を得ることを目的
として、統計法に基づく基幹統計として毎月「自動車輸送統計調査」を行っている。

なお、調査の集計結果は、交通政策や交通計画の基礎資料や国際条約に基づく資料として、 モー
ダルシフトの基礎資料などに活用されている。

調査の沿革

指定統計第９９号として、自動車輸送統計調査を開始

営業用全数バス調査を開始

調査対象に軽自動車を追加

大調査実施月を２回から３回に変更

統計法改正に伴い、指定統計から基幹統計に変更

行政記録情報の活用（貨物自家用・旅客営業用（全数バス調査除く））、 推計方法の
変更、統計調査員制度の廃止等

昭和３５年

昭和３９年

昭和６２年

平成 ２年

平成２１年

平成２２年
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自動車輸送統計調査の概要 ②

ⅰ 目 的
自動車輸送の実態を明らかにし、我が国の経済政策、交通政策を策定するための基

礎資料を作ることを目的

ⅱ 調査対象 事業所及び自動車

ⅲ 調査周期 毎月（事業所１ヶ月 貨物自動車７日 旅客自動車３日）

ⅳ 調査方法

(1) 標本調査…全国の事業所及び自動車から一定数の調査対象（標本）

を選定し調査する方法

(2) 全数調査…全国の全ての調査対象を調査する方法

ⅴ 調査体系 郵送調査

ⅵ 調査対象数

（１ヶ月あたり）

(1) 標本調査

営業用貨物 約2,000事業所/月

自家用貨物・営業用旅客 約10,500両/月

(2) 全数調査

営業用バス 約5,300事業所/月
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自動車輸送統計調査の体系的整備について

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（第Ⅱ期基本計画）
別表 今後５年間に講ずる具体的施策
「第２ 公的統計の整備に関する事項」部分

２ 分野別経済統計の整備（３）交通に関する統計の整備
◎ 物流の効率化を輸送モード横断的に評価するため、輸送貨物品目分類の統一及び品目別輸送量の把握を行う。
（※平成28年度までに実施する。）

◎ 環境に関する基礎統計の整備として、関係府省と連携を取りながら内航海運や自動車における燃料消費量を把
握する統計の精度向上に取り組む。（※平成28年度までに実施する。）

◎ 自動車輸送統計を総合的に活用するため、輸送量に加え、ロードファクター（積載効率、実車率等）の把握と
ともに、他の輸送統計や行政記録情報の活用も含めて体系的整備を行う。（※平成28年度までに体系的整備に向
けた考え方の結論を得る。）

平成27年度 平成27年度自動車輸送統計予備的調査（平成27年9月～11月）
利用者ニーズを踏まえ貨物営業用普通車について最大積載量別の輸送量の把握及び、旅客営業用乗合バスについて

一般路線別・高速路線別での輸送量の把握。（予備調査を実施）

平成28年度 自動車輸送統計調査の体系的整備に向けた分析・検討に係る委員会を設置
貨物営業用普通車は最大積載量別の輸送実績の一部（輸送トン数等）、旅客営業用乗合バスは一般路線別・高速路

線別の輸送実績の再現が可能との結論。しかし、貨物営業用普通車の最大積載量別の輸送実績の一部（輸送トンキロ
等）の再現について指摘があり、行政記録情報（自動車登録ファイル）の活用等、新たな調査手法の提案。

平成29年度 平成29年度自動車輸送統計予備的調査の実施（平成29年10月～平成30年1月）
貨物営業用自動車について、平成28年度の検討を踏まえ、精度の確保、回収の早期化、調査負担の軽減を行う新た

な調査手法による予備調査を実施

平成30年度 自動車輸送統計調査の体系的整備に向けた分析・検討
平成29年度自動車輸送統計予備的調査の結果を踏まえた、新たな調査手法について確立

平成31年度 自動車輸送統計調査の体系的整備の実施

平成32年度 新調査の実施

現行基本計画の該当項目

取組状況の概要及び今後の予定
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（参考）自動車輸送統計調査の施策への反映状況

施策への反映状況

１．物流施策関連の基礎データとして活用

２．将来交通需要推計の基礎データとして活用

３．各種環境対策関連施策の基礎資料として活用

４．業界団体及び民間研究機関等において活用
国土交通省生産性革命プロジェクトによる、オールジャパンで取り
組む「物流生産性革命」の推進において、物流事業の労働生産性
を２割程度向上させることを案に目標を検討する際の基礎データ
として活用。
また、物流の効率化を輸送モード横断的に評価するため、輸送量
やロードファクター（積載効率、実車率等）の把握に活用。

国土交通省で行っている道路の将来交
通需要推計において、平成22年度に推
計手法の見直しが行われた中で、貨物
車輸送トン数の推移における「車種分担
率」、「車種別業態分担率」を算出する
際の基礎データとして活用。

環境省で行っている、中長
期の温室効果ガスの排出
削減目標を実現するための
対策・施策の具体的な姿（
中長期ロードマップ）におい
て、地域づくりWGで物流の
低炭素化検討のため、基礎
データとして貨物車輸送ト
ン数・輸送トンキロ・能力ト
ンキロを活用。

業界団体におけるトラック輸送産業の現状と課題を把握するた
めの基礎資料として、また、「環境自主行動計画」における営業
用トラックのCO2排出削減目標算出の基礎データとして活用され
ている。また、民間研究機関等において、国内貨物輸送（自動車
）の需要予測のための基礎データとして活用。

【資料例】中長期の温室効果ガス削減目標を実現するための対策・施策
の具体的な姿（中長期ロードマップ）（中間整理）

５．各種行政等資料への掲載

「国土交通白書」及び「国土交通月例経済」等の行政資料への掲
載や、 「数字でみる自動車」 （（一社）日本自動車会議所発行）へ
の掲載、また、（公社）トラック協会等の関係団体の出版物等に引
用。【資料例】国土交通省大臣官房交通需要推計室

各交通分野の将来交通需要推計手法 –道路分野推計マニュアル
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